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亀山市職員給与条例の一部を改正する条例新旧対照表（第１条関係） 

改正後 改正前 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命

権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命

権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

（１）前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、６月

に支給する場合においては１００分の９５、１２月に支給する場合

においては１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

（１）前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に   

            １００分の９５           

             を乗じて得た額の総額 

（２）前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額

に、６月に支給する場合には１００分の４５、１２月に支給する場

合には１００分の５０を乗じて得た額の総額 

（２）前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額

に、           １００分の４５          

          を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

別表 別紙のとおり 別表 別紙のとおり 

 











 

 

6 

亀山市職員給与条例の一部を改正する条例新旧対照表（第２条関係） 

改正後 改正前 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命

権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命

権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

（１）前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に１００

分の１００                         

        を乗じて得た額の総額 

（１）前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、６

月に支給する場合には１００分の９５、１２月に支給する場合には

１００分の１０５を乗じて得た額の総額 

（２）前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額

に１００分の４７．５                    

          を乗じて得た額の総額 

（２）前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額

に、６月に支給する場合には１００分の４５、１２月に支給する場

合には１００分の５０を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 
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亀山市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第５（第２条関係） 別表第５（第２条関係） 

１ （略） １ （略） 

２ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 ２ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る低炭素建

築物新築等計画が、

都市の低炭素化の促

進に関する法律第５４

条第１項各号に掲げ

る基準又はこれと同

等の基準に適合する

ものとして市長が別

に定める方法により

技術的審査を受けた

ものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共

同

住

戸 

 

 

  

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る低炭素建

築物新築等計画が、

都市の低炭素化の促

進に関する法律第５４

条第１項各号に掲げ

る基準又はこれと同

等の基準に適合する

ものとして市長が別

に定める方法により

技術的審査を受けた

ものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共

同

住

戸 

１棟の申請戸

数が１戸のも 

５，０００円 ３６，８００円 
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住

宅 

等 

部

分 

   

１棟の総戸数

が１戸を超え

５戸以下のも

の 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が５戸を超え

１０戸以下の

もの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が１０戸を超

え２５戸以下

のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が２５戸を超

え５０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が５０戸を超

え１００戸以

下のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が１００戸を 

（略） （略） 

住

宅 

等 

部

分 

の   

１棟の申請戸

数が１戸を超

え５戸以下の

もの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が５戸を超

え１０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が１０戸を

超え２５戸以

下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が２５戸を

超え５０戸以

下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が５０戸を

超え１００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が１００戸 

（略） （略） 
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  超え２００戸

以下のもの 

  

  １棟の総戸数

が２００戸を

超え３００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が３００戸を

超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の認定申請をする場合の手数料の金額は、住戸

部分の手数料の金額及び共用部分の床面積に応じた手数料の

金額を合算した金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  を超え２００

戸以下のもの 

  

  １棟の申請戸

数が２００戸

を超え３００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が３００戸

を超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の建築物全体の認定申請をする場合又は共同住

宅等の住戸部分及び共同住宅等の建築物全体の認定申請をす

る場合の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額とする。この場合において、この表中

「申請戸数」とあるのは、「総戸数」と読み替えるものとす

る。 

（１）住戸部分及び共用部分の設計一次エネルギー消費量（実

際の設計仕様の条件を基に算定した一次エネルギー消費量

（１年間に消費するエネルギー（エネルギーの使用の合理

化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第２条第１

項に規定するエネルギーをいう。）の量を熱量に換算し 
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たものをいう。）をいう。以下同じ。）を算定する場合 

住戸部分の手数料の金額及び共用部分の床面積に応じた手

数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 

住戸部分の手数料の金額 
 

（２）（略） （２）（略） 

（３）複合建築物の場合 （３）複合建築物の場合 

１件当たりの手数料の金額 

申請対象部分が次に掲げる場合には、それぞれ次に定める金額

を加算する。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合 別表第５の

２の（１）の表に掲げる一戸建ての住宅の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有する場合 ア及びイの

金額を合算した額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた別表第５の２の（１）の表に

掲げる共同住宅等の住戸部分の手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた別表第５の２の（１）の表に

掲げる共同住宅等の共用部分の手数料の金額 

（３）住宅以外の用途に供する場合を有する場合 住宅以外の用 

途に用途に供する部分の床面積に応じた別表第５の２の（２）

の表に掲げる非住宅建築物の手数料の金額 

 

区分 １件当たりの手数料の金額 

複合建築物全

体の認定申請

をする場合又

は複合建築物

の住戸の部分

及び複合建築

物全体の認定

申請をする場

合 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額とする。この場合において、２の（１）の表中

「申請戸数」とあるのは、「総戸数」と読み替える

ものとする。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合 

ア及びイの金額を合算した金額 

ア ２の（１）の表に掲げる一戸建ての住宅の

手数料の金額 

イ 住宅以外の用途に供する部分の床面積に応

じた２の（２）の表に掲げる非住宅建築物の

手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築

物であって、住戸部分及び共用部分の設計一次

エネルギー消費量を算定する場合 アからウま 
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備考 （略） 
 

 での金額を合算した金額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた２の（１）の表

に掲げる共同住宅等の住戸部分の手数料の金

額 

イ 共用部分の床面積に応じた２の（１）の表

に掲げる共同住宅等の共用部分の手数料の金

額 

ウ 住宅以外の用途に供する部分の床面積に応

じた２の（２）の表に掲げる非住宅建築物の

手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築

物であって、共用部分の設計一次エネルギー消

費量を算定しない場合 （２）のア及びウの金

額を合算した金額 

複合建築物の

住戸の部分の

認定申請をす

る場合 

複合建築物の形態に応じて、２の（１）の表の一戸

建ての住宅の手数料の金額又は認定申請をする住戸

部分の戸数に応じた共同住宅等の住戸部分の手数料

の金額 

備考 （略） 
 

３ 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 ３ 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 区分 １件当たりの手数料の金額 
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 申請に係る低炭素建築物

新築等計画が、都市の低

炭素化の促進に関する法

律第５４条第１項各号に

掲げる基準又はこれと同

等の基準に適合するもの

として市長が別に定める

方法により技術的審査を

受けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

 

 

 

  

１棟の総戸数

が１戸を超え

５戸以下のも

の 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が５戸を超え

１０戸以下の

もの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が１０戸を超 

（略） （略） 

 申請に係る低炭素建築物

新築等計画が、都市の低

炭素化の促進に関する法

律第５４条第１項各号に

掲げる基準又はこれと同

等の基準に適合するもの

として市長が別に定める

方法により技術的審査を

受けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の申請戸

数が１戸のも

の 

３，０００円 １８，９００円 

１棟の申請戸

数が１戸を超

え５戸以下の

もの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が５戸を超

え１０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が１０戸を 

（略） （略） 
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  え２５戸以下

のもの 

  

  １棟の総戸数

が２５戸を超

え５０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が５０戸を超

え１００戸以

下のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が１００戸を

超え２００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が２００戸を

超え３００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の総戸数

が３００戸を

超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

  超え２５戸以

下のもの 

  

  １棟の申請戸

数が２５戸を

超え５０戸以

下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が５０戸を

超え１００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が１００戸

を超え２００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が２００戸

を超え３００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  １棟の申請戸

数が３００戸

を超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 
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 １～３ （略） 

４ 共同住宅等の認定申請をする場合の手数料の金額は、住戸

部分の手数料の金額及び共用部分の床面積に応じた手数料の

金額を合算した金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の建築物全体の認定申請をする場合又は共同住

宅等の住戸部分及び共同住宅等の建築物全体の認定申請をす

る場合の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額とする。この場合において、この表中

「申請戸数」とあるのは、「総戸数」と読み替えるものとす

る。 

（１）住戸部分及び共用部分の設計一次エネルギー消費量を算

定する場合 住戸部分の手数料の金額及び共用部分の床面

積に応じた手数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 

住戸部分の手数料の金額 
 

（２）（略） （２）（略） 

（３）複合建築物の場合 （３）複合建築物の場合 

１件当たりの手数料の金額 

申請対象部分が次に掲げる場合には、それぞれ次に定める金額

を加算する。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合 別表第５の

３の（１）の表に掲げる一戸建ての住宅の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有する場合 ア及びイの

金額を合算した額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた別表第５の３の（１）の表に 

区分 １件当たりの手数料の金額 

複合建築物全体の認

定申請をする場合又

は複合建築物の住戸

の部分及び複合建築

物全体の認定申請を

する場合 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額とする。この場合において、３の

（１）の表中「申請戸数」とあるのは、「総

戸数」と読み替えるものとする。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有す

る場合 ア及びイの金額を合算した金額 

ア ３の（１）の表に掲げる一戸建ての 



 

15 

掲げる共同住宅等の住戸部分の手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた別表第５の３の（１）の表に

掲げる共同住宅等の共用部分の手数料の金額 

（３）住宅以外の用途に供する場合を有する場合 住宅以外の用

途に用途に供する部分の床面積に応じた別表第５の３の（２）

の表に掲げる非住宅建築物の手数料の金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  住宅の手数料の金額 

イ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた３の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有す

る建築物であって、住戸部分及び共用部

分の設計一次エネルギー消費量を算定す

る場合 アからウまでの金額を合算した

金額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた３の（１）

の表に掲げる共同住宅等の住戸部分の

手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた３の（１）

の表に掲げる共同住宅等の共用部分の

手数料の金額 

ウ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた３の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有す

る建築物であって、共用部分の設計一次

エネルギー消費量を算定しない場合 （ 

２）のア及びウの金額を合算した金額 

複合建築物の住戸の 複合建築物の形態に応じて、３の（１）の表 
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備考 （略） 
 

部分の認定申請をす

る場合 

の一戸建ての住宅の手数料の金額又は認定申

請をする住戸部分の戸数に応じた共同住宅等

の住戸部分の手数料の金額 

備考 （略） 
 

別表第６（第２条関係） 別表第６（第２条関係） 

１～４ （略） １～４ （略） 

５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 ５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計

画が、建築物のエネル

ギー消費性能の向上に

関する法律第３５条第

１項各号に掲げる基準

又はこれと同等の基準

に適合するものとして

市長が別に定める方法

により技術的審査を受

けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共 住    

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計

画が、建築物のエネル

ギー消費性能の向上に

関する法律第３５条第

１項各号に掲げる基準

又はこれと同等の基準

に適合するものとして

市長が別に定める方法

により技術的審査を受

けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

共 住 申請戸数が１戸の ５，０００円 ３６，８００ 
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同

住

宅

等 

戸

部

分 

   

総戸数が１戸を

超え５戸以下の

もの 

（略） （略） 

  総戸数が５戸を

超え１０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  総戸数が１０戸

を超え２５戸以

下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が２５戸

を超え５０戸以

下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が５０戸

を超え１００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が１００

戸を超え２００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が２００

戸を超え３００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が３００ （略） （略） 

同

住

宅

等 

戸

部

分 

もの  円 

申請戸数が１戸を

超え５戸以下のも

の 

（略） （略） 

  申請戸数が５戸を

超え１０戸以下の

もの 

（略） （略） 

  申請戸数が１０戸

を超え２５戸以下

のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が２５戸

を超え５０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が５０戸

を超え１００戸以

下のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が１００

戸を超え２００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が２００

戸を超え３００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が３００ （略） （略） 
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  戸を超えるもの   

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の認定申請をする場合の手数料の金額は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

                              

                              

                              

   

（１）住戸部分及び共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量

を算定する場合 住戸部分の手数料の金額及び共用部分の

床面積に応じた手数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量を算定しない

場合 住戸部分の手数料の金額 
 

  戸を超えるもの   

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の建築物全体の認定申請をする場合又は共同住

宅等の住戸部分及び共同住宅等の建築物全体の認定申請をす

る場合の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額とする。この場合において、この表中

「申請戸数」とあるのは、「総戸数」と読み替えるものとす

る。 

（１）住戸部分及び共用部分の設計一次エネルギー消費量を算

定する場合 住戸部分の手数料の金額及び共用部分の床面

積に応じた手数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 

 住戸部分の手数料の金額 
 

（２）（略） （２）（略） 

（３）複合建築物の場合 （３）複合建築物の場合 

１棟当たりの手数料の金額 

申請対象部分が次に掲げる場合には、それぞれ次に定める金額

を加算する。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合 別表第６の

５の（１）の表に掲げる一戸建ての住宅の手数料の金額 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

複合建築物全体の認

定申請をする場合又

は複合建築物の住戸

の部分及び複合建築 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額とする。この場合において、２の

（１）の表中「申請戸数」とあるのは、「総

戸数」と読み替えるものとする。 
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（２）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分 

の誘導設計一次エネルギー消費量を算定する場合 ア及びイ

の金額を合算した額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた別表第６の５の（１）の表に

掲げる共同住宅等の住戸部分の手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた別表第６の５の（１）の表に

掲げる共同住宅等の共用部分の手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分

の誘導設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 （２）

のアの額 

（４）住宅以外の用途に供する部分を有する場合 住宅以外の用

途に供する部分の床面積に応じた別表第６の５の（２）の表

に掲げる非住宅建築物の手数料の金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物全体の認定申請を

する場合 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有す 

る場合 ア及びイの金額を合算した金額 

ア ２の（１）の表に掲げる一戸建ての

住宅の手数料の金額 

イ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた２の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有す

る建築物であって、住戸部分及び共用部

分の設計一次エネルギー消費量を算定す

る場合 アからウまでの金額を合算した

金額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた２の（１）

の表に掲げる共同住宅等の住戸部分の

手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた２の（１）

の表に掲げる共同住宅等の共用部分の

手数料の金額 

ウ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた２の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有す

る建築物であって、共用部分の設計一次 
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備考 （略） 
 

 エネルギー消費量を算定しない場合 （ 

２）のア及びウの金額を合算した金額 

複合建築物の住戸の

部分の認定申請をす

る場合 

複合建築物の形態に応じて、２の（１）の表

の一戸建ての住宅の手数料の金額又は認定申

請をする住戸部分の戸数に応じた共同住宅等

の住戸部分の手数料の金額 

備考 （略） 
 

６ 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 ６ 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計

画が、建築物のエネル

ギー消費性能の向上に

関する法律第３５条第

１項各号に掲げる基準

又はこれと同等の基準

に適合するものとして

市長が別に定める方法

により技術的審査を受

けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物エネ

ルギー消費性能向上計

画が、建築物のエネル

ギー消費性能の向上に

関する法律第３５条第

１項各号に掲げる基準

又はこれと同等の基準

に適合するものとして

市長が別に定める方法

により技術的審査を受

けたものである場合 

その他の場合 

（略） （略） （略） 
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共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

 

 

  

総戸数が１戸を

超え５戸以下の

もの 

（略） （略） 

  総戸数が５戸を

超え１０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  総戸数が１０戸

を超え２５戸以

下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が２５戸

を超え５０戸以

下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が５０戸

を超え１００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が１００

戸を超え２００

戸以下のもの 

（略） （略） 

  総戸数が２００

戸を超え３００

戸以下のもの 

（略） （略） 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

申請戸数が１戸の

もの 

３，０００円 １８，９００円 

申請戸数が１戸を

超え５戸以下のも

の 

（略） （略） 

  申請戸数が５戸を

超え１０戸以下の

もの 

（略） （略） 

  申請戸数が１０戸

を超え２５戸以下

のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が２５戸

を超え５０戸以下

のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が５０戸

を超え１００戸以

下のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が１００

戸を超え２００戸

以下のもの 

（略） （略） 

  申請戸数が２００

戸を超え３００戸

以下のもの 

（略） （略） 
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  総戸数が３００

戸を超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の認定申請をする場合の手数料の金額は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

                              

                              

                              

   

（１）住戸部分及び共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量

を算定する場合 住戸部分の手数料の金額及び共用部分の

床面積に応じた手数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量を算定しない

場合 住戸部分の手数料の金額 
 

  申請戸数が３００

戸を超えるもの 

（略） （略） 

 （略）（略） （略） （略） 

備考 

１～３ （略） 

４ 共同住宅等の建築物全体の認定申請をする場合又は共同住

宅等の住戸部分及び共同住宅等の建築物全体の認定申請をす

る場合の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額とする。この場合において、この表中

「申請戸数」とあるのは、「総戸数」と読み替えるものとす

る。 

（１）住戸部分及び共用部分の設計一次エネルギー消費量を算

定する場合 住戸部分の手数料の金額及び共用部分の床面

積に応じた手数料の金額を合算した金額 

（２）共用部分の設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 

 住戸部分の手数料の金額 
 

（２）（略） （２）（略） 

（３）複合建築物の場合 （３）複合建築物の場合 

１棟当たりの手数料の金額 

申請対象部分が次に掲げる場合には、それぞれ次に定める金額

を加算する。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有する場合 別表第６の 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

複合建築物全体の認

定申請をする場合又

は複合建築物の住戸 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額とする。この場合において、３の

（１）の表中「申請戸数」とあるのは、「総 
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６の（１）の表に掲げる一戸建ての住宅の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分

の誘導設計一次エネルギー消費量を算定する場合 ア及びイ

の金額を合算した額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた別表第６の６の（１）の表に

掲げる共同住宅等の住戸部分の手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた別表第６の６の（１）の表に

掲げる共同住宅等の共用部分の手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有する建築物で共用部分

の誘導設計一次エネルギー消費量を算定しない場合 （２）

のアの額 

（４）住宅以外の用途に供する場合を有する場合 住宅以外の用

途に用途に供する部分の床面積に応じた別表第６の６の（２）

の表に掲げる非住宅建築物の手数料の金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の部分及び複合建築

物全体の認定申請を

する場合 

戸数」と読み替えるものとする。 

（１）一戸の住宅の用途に供する部分を有す

る場合 ア及びイの金額を合算した金額 

ア ３の（１）の表に掲げる一戸建ての

住宅の手数料の金額 

イ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた３の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（２）共同住宅等の用途に供する部分を有す

る建築物であって、住戸部分及び共用部

分の設計一次エネルギー消費量を算定す

る場合 アからウまでの金額を合算した

金額 

ア 住戸部分の総戸数に応じた３の（１）

の表に掲げる共同住宅等の住戸部分の

手数料の金額 

イ 共用部分の床面積に応じた３の（１）

の表に掲げる共同住宅等の共用部分の

手数料の金額 

ウ 住宅以外の用途に供する部分の床面

積に応じた３の（２）の表に掲げる非

住宅建築物の手数料の金額 

（３）共同住宅等の用途に供する部分を有す 
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備考 （略） 
 

 る建築物であって、共用部分の設計一次

エネルギー消費量を算定しない場合 （ 

２）のア及びウの金額を合算した金額 

複合建築物の住戸の

部分の認定申請をす

る場合 

複合建築物の形態に応じて、３の（１）の表

の一戸建ての住宅の手数料の金額又は認定申

請をする住戸部分の戸数に応じた共同住宅等

の住戸部分の手数料の金額 

備考 （略） 
 

 ７ （略）  ７ （略） 
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亀山市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

負担区の名称 単位負担金額 

（略） （略） 

第８負担区 １平方メートル当たり５２０円 
 

負担区の名称 単位負担金額 

（略） （略） 
 

 


